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構造物の技術的な検討方針 

 寝屋川北部地下河川の構造物の実施設計では、一般的なシールドにおける検討すべき事項を
整理しています。 
 このうち、「シールドセグメントの耐力計算」は、大深度地下使用認可申請に必要となる上面に建
築物を考慮した「施設・工作物の耐力」に該当するため、先行して検討することとしています。 

（１）-②構造物の技術的な検討について 

項 目 内 容 

1 管径変化部の施工方法の検討 
通常深度部と大深度部の一連施工に関する技
術的検討 

2 管径変化部の応力計算 
応力集中が想定される管径変化部における構
造応力・変位等の照査 

3 シールド深度・断面・掘進延長
に関する施工実績等の検証 

大深度、大断面、長距離施工に関する施工実績
調査等 

4 シールドセグメントの耐力計算 
土圧・水圧・建築物荷重に対する構造応力・変位
等の照査 

：大深度地下使用認可申請に必要となる内容 
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（１）-②構造物の技術的な検討について 

大深度地下使用法における記述 

 大深度地下の公共的使用に関する特別措置法における、設置する施設又は工作物の耐力
に関する記述は以下のとおりです。 

Ⅲ 安全の確保、環境の保全その他大深度地下の公共的使用に際し
配慮すべき事項 
１ 安全の確保 
 大深度地下における安全の確保は、大深度地下の施設を人間の活

動空間の一つとして利用するためには非常に重要な課題である。安
全上の課題となる主な災害としては、火災・爆発、停電等が挙げられ
る。 
（１）火災・爆発 
 火災は、出火、延焼等の段階を経て重大な災害に進展していくこと

が懸念されるため、施設の不燃化や可燃物の減少等により火災の発
生を極力抑える対策とともに、火災の初期の段階において適切な対
策を実施することにより、既存の施設と同様に特に人的被害の防止
を目指すなど、施設毎に用途、深度、規模等を踏まえ、施設・設備面
及び管理・運用面の安全対策を確立することが必要である。 
①線的施設 
 トンネル等の線的施設については、現時点で既に利用されている長

大な山岳トンネル、海底トンネル等、その規模、深度からみて、大深
度地下施設と十分な類似性を有すると想定される施設の安全対策の
考え方に基づいて対応する必要がある。 
②点的施設 
 ある程度の広がりを持つ施設を含む点的施設については、地表へ

の鉛直距離、空間の閉鎖性といった特徴を有する類似の大規模施設
と言える高層建築の安全対策の考え方に基づいて対応する必要が
あるが、重力に逆らって地上方向へ避難することから、避難時間の長
時間化が懸念されるため、安全度の高い防火防煙区画を適切に採
用し、火災時には水平移動等によりそこへ避難できるようにする等の
工夫をするとともに、利用者への情報伝達を適切に行う必要がある。 
 また、煙が流れる方向と消防隊の進入方向が逆行することや施設外

部からの情報収集が困難であること等により消防活動が困難になる
ことも懸念されるため、防火防煙対策がなされた消防用進入路の適
切な配置、状況の確認のための各種センサーや非常用の通信設備
の設置等の対策を行う必要がある。 
 なお、点的施設と線的施設又は点的施設同士の複合施設について

は、単一施設と比較して火災被害を抑制するための火煙の制御、消
防活動、避難誘導等の困難性が増すこともあるため、その設置に当
たっては、より慎重な対応が必要である。 
（２）地震 
 大深度地下は、地上及び浅深度地下よりも地震動による影響を受け

にくい特徴を有しており、地震による被害は、主に地上等との接続部
分で発生することが懸念されるため、これを念頭に置いた施設の設
計を行う必要がある。 
 また、地震時に大きな影響を受ける活断層上への施設の設置につ

いては、極力避けるべきではあるが、やむを得ず活断層上へ設置せ
ざるを得ない場合においても適切な対策を講じる必要がある。 
 なお、空気、水、エネルギーの供給ライン等への被害による施設機

能の低下については、各種設備の耐震化、非常用設備の設置等の
対策により信頼性の向上を図ることが必要である。 
（３）浸水 
 地下施設においては重力に逆らった地上への排水が必要となるた

め、浸水被害への対策を十分に行う必要がある。集中豪雨、洪水等
による地上からの水の流入に加え、大深度地下は地下水圧が高い
ため、施設の破損等が生じた場合には施設内へ漏水する可能性が
高いことを考慮し、止水施設の設置、十分な容量の排水設備の設置
等の地上からの水の流入に対する浸水の防止、施設内への漏水に
対する止水性（水密性）の向上が必要である。 
 また、浸水の可能性が高い場合又は浸水が起こった場合に、利用

者への情報伝達及び避難誘導が迅速に行えるよう非常用設備の設
置等の対策を講ずる必要がある。 
（４）停電 
 地下施設は移動手段、照明、空間設備等に電力が供給されることに

よって成り立つ人工空間であるため、特に一般有人施設において、
停電は種々の設備の停止やこれに伴うパニックの発生等の重大な
事態につながるおそれがある。このため、複数系統の受配電システ
ムの形成、十分な容量と稼働時間を持つ非常用電源の設置、また、
これらの設備の耐震化、浸水対策等により信頼性の向上を図る必要
がある。 
（５）救急・救助活動 
 大深度地下の施設については出入口が限定されるとともに、上下方

向の移動距離が長くなることから、搬送手段の確保等円滑な救急・
救助活動が確保できるよう、施設面の対策、救急センターの位置表
示等の情報提供関係者の協力体制の構築といった管理面の対策を
講ずる必要がある。 
（６）犯罪防止 
 犯罪発生を事前に防止できるよう明るく見通しの良い空間設計に努

めるとともに、防犯カメラの設置、警備員の巡回等の監視体制の充
実及び通信手段の確保が効果的である。また、施設の重要度に応じ
て、大深度地下施設へのアクセスポイントにおける出入監視・管理の
実施等を行う必要がある。 
（７）その他 
 地下施設については、閉塞感、圧迫感、迷路性、外部眺望や自然光

の不足等に起因する漠然とした不安感は、快適さに関する心理的な
悪影響のみならず、災害時のパニックの遠因となることも懸念される。
この対策として、安全性に対する平常時の利用者への周知と併せて、
地下空間についてのデザインを工夫することが必要である。 

大深度地下の公共的使用に関する特別措置法 
（使用の認可の要件） 

第十六条 国土交通大臣又は都道府県知事は、申請に係る事業が次に掲げる要件のすべてに該当するときは、使用の認可をする
ことができる。 
一 事業が第四条各号に掲げるものであること。 
二 事業が対象地域における大深度地下で施行されるものであること。 
三 事業の円滑な遂行のため大深度地下を使用する公益上の必要があるものであること。 
四 事業者が当該事業を遂行する十分な意思と能力を有する者であること。 
五 事業計画が基本方針に適合するものであること。 

六 事業により設置する施設又は工作物が、事業区域に係る土地に通常の建築物が建築されてもその構造に支障がないものとし
て政令で定める耐力以上の耐力を有するものであること。 

七 事業の施行に伴い、事業区域にある井戸その他の物件の移転又は除却が必要となるときは、その移転又は除却が困難又は
不適当でないと認められること。 
 
大深度地下の公共的使用に関する特別措置法施行令 
（設置する施設又は工作物の耐力） 

第五条 法第十六条第六号の政令で定める耐力は、事業により設置する施設又は工作物の位置、土質及び地下水の状況に応じ、
通常の建築物の建築により作用する荷重、土圧及び水圧に対して当該施設又は工作物が安全であることが、国土交通大臣の定め
る方法により確かめることができる最低の耐力とする。 
２ 前項の通常の建築物の建築により作用する荷重は、その建築により地表から二十五メートルの深さまで排土するものとした場合

において増加荷重が一平方メートル当たり三百キロニュートンとなる建築物（当該建築物を通常の建築物として想定することが、そ
の区域に適用される法令の規定による制限（建築物の高さ制限その他の建築することができる建築物の荷重に影響を及ぼす制限
に限る。）からみて適切でない区域として国土交通大臣が指定する区域にあっては、当該区域において建築が想定される最大の荷
重の建築物として別に国土交通大臣が定める荷重の建築物）が施設又は工作物に作用する荷重とし、土質、地下水の状況及び支
持地盤の位置に応じ、国土交通大臣が定める方法により算定するものとする。 3 

※平成27年度第2回大深度地下使用検討部会より再掲 



4 

検討フロー 

（１）-②構造物の技術的な検討について 

 シールドセグメントの耐力計算における、条件設定や計算手法等については、前回審議済であ
り、今回は検討結果を示すものです。 

①土質、地下水の条件設定（前回部会で審議済） 

        ↓ 

②土圧、水圧の算定（前回部会で審議済） 

        ↓ 

③大深度地下使用法に基づく建築物荷重の算定（前回部会で審議済） 

        ↓ 

④セグメント条件の設定（今回審議） 

        ↓ 

⑤照査・まとめ（今回審議） 

・土質定数や地下水位の条件設定 
・耐力計算の手法 
・大深度地下使用法に基づく建築物荷重の考え方 

・荷重の算定 
・照査ケースの設定 

構造計算および照査 

前回審議項目 

今回審議項目 

＜検討フロー＞ 



（１）-②構造物の技術的な検討について 

シールド構造の設定 

 シールドセグメントの仕様は、実績を踏まえ、決定します。 

①セグメント種別：合成セグメント（嵌合方式） 
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②セグメント内径：都島調節池 内径φ１１．５ｍ、鶴見調節池 内径φ９．０ｍ 

③セグメント桁高：セグメント桁高５００mm、セグメント幅１，１００mm 

④使 用 材 料：鋼材ＳＭ４９０、コンクリート設計基準強度４２．０（Ｎ/mm2） 

※鋼材の許容曲げ応力度＝２１０(N/mm2) 
※鋼材の許容せん断応力度＝１２０（Ｎ/mm2） 
※コンクリートの許容圧縮応力度＝１６（Ｎ/mm2） 

○セグメント耐力計算手法はH27大深度地下使用検討部会にて審議済 

※本計算は、 大深度地下に設置するセグメントが政令で定める以上の耐力を有する構造とすることが可能であることを   
   確認するものであり、実施設計においては、同等の耐力を有する別の構造に変更する場合があります。  

（参考）地下河川等におけるシールドセグメントの採用実績 

名　称 セグメント種類 セグメント形状
外径×厚さ×幅

竣工
年度

神田川地下調節池Ⅰ期 RC 13700×600×1200mm H9

寝屋川北部地下河川（古川） 合成(嵌合方式) 8240×370×1200mm H14

寝屋川南部地下河川（久宝寺） 合成(嵌合方式) 7400×250×1200mm H14

神田川地下調節池Ⅱ期 合成(嵌合方式) 13200×350×1500mm H16

外郭放水路 RC/合成(DRC) 11800×600×1200mm H18

寝屋川北部地下河川（北島） 合成(鋼製) 5900×250×1200mm H23
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（１）-②構造物の技術的な検討について 

 荷重の組み合わせケースは、内水圧が作用する構造であることを考慮して決定します。 

照査ケースの決定① 荷重の組み合わせ 

内水圧が作用するトンネル覆工構造設計の手引き（平成１１年３月 （財）先端建設技術センター）より 
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（１）-②構造物の技術的な検討について 

 建築物による荷重は、下図のように支持地盤上面に建築物荷重が作用し、４５°の分散角で
荷重が分散するものと考えます。 
 ここで、建築物荷重の算定に用いる土の単位体積重量γe(kN/m3)は、地質調査データに基づ
き設定することとします。 

H13.6大深度地下使用技術指針・同解説 
（国土交通省 都市・地域整備局企画課 大深度地下利用企画室）より 
 
左図は土の単位体積重量を16kN/m3とした場合の例 

※平成27年度第2回大深度地下使用検討部会より再掲 
照査ケースの決定② 建築物荷重の設定方法 



地下 
河川 

8 

（１）-②構造物の技術的な検討について 

建築物 

地下 
河川 

支持層 

支持層 

支持層が深いケース 支持層が浅いケース 

45° 

45° 

支持層が深いため建築物荷重＝大 支持層が浅いため建築物荷重＝小 

建築物 
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（１）-②構造物の技術的な検討について 

 照査断面の候補は、管径変化部および勾配変化部とし、８断面を選定します。 

寝屋川北部 
地下河川排水機場 

断面① 

断面② 

断面③ 
断面④ 

断面⑤ 

断面⑥ 

断面⑦ 

断面⑧ 

鶴見調節池（内径φ9.0m） 都島調節池（内径φ11.5m） 

城北川取水施設 
鶴見立坑 

大深度地下使用法 
摘要区間 

支持層が深く建築物荷重が大きくなる 支持層が浅く建築物荷重が小さくなる 

想定支持層線 

地下河川 

照査ケースの決定③ 
照査断面 



桁高 幅

1 OP-1.08ｍ(高)

2

3

4 断面⑤(小)

照査ケース

φ 11.5ｍ

セグメント

500mm 1,100mm

空水の状態

満水の状態
（内水位あり）

断面④(大)

内径 管内の状態 土圧+建物荷重 地下水圧

OP-2.61ｍ(低)

考慮しない

地盤面まで考慮

内水圧
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（１）-②構造物の技術的な検討について 

①土圧＋建築物荷重 
 土圧＋建築物荷重は、最大となる断面④と最小となる断面⑤を「大・小」の２パターンとして考慮する。 
 

②地下水圧 
 深層地下水の観測結果（2015.5～2016.3）より、地下水はOP-2.61m～OP-1.08mであるため、観測結果の
最大・最小水位を、地下水圧の「高・低」の２パターンとして考慮する。 
 

③内水圧 
 内水圧を考慮しない空水状態、地盤面まで満水となった満水状態の内水圧、の２パターンを考慮する。 
 平常水位は両者に内包されるため、照査しない。 

 土圧・建築物荷重、地下水圧、内水圧を組み合わせて、 
最も不利になると考えられる４ケースを選定しました。 

照査
ケース 

内径 
セグメント 土圧＋ 

建築物荷重 
地下水圧 内水圧 

桁高 幅 

1 

Φ11.5
m 

500mm 1,100mm 

大 
（断面④） 

高 
（OP-1.08m） 考慮しない 

（空水状態） 
2 

低 
（OP-2.61m） 

3 
地盤面まで考慮 

（満水状態） 4 
小 

（断面⑤） 

照査ケースの決定④ 
照査ケースまとめ 



1 2 3 4

コンクリートの圧縮応力度　σ c 12.2 12.3 9.6 6.1 16 ＯＫ

内側フランジの応力度　　 σ sf 4.5 6.8 106.8 73.0 210 ＯＫ

外側フランジの応力度　　 σ sf -182.9 -183.9 -143.4 -91.2 210 ＯＫ

コンクリートの圧縮応力度　σ c 11.1 11.1 7.7 4.8 16 ＯＫ

内側フランジの応力度　　 σ sf -166.4 -166.6 -116.0 -71.7 210 ＯＫ

外側フランジの応力度　　 σ sf -39.4 -37.8 34.0 23.8 210 ＯＫ

22.1 22.4 30.9 21.7 120 ＯＫ

判定

計  算  結　果

ウェブのせん断応力度　 τ sw

照査部材

許容値
（N/mm2）発生応力度（N/mm2）

負
曲
げ

照査ケース

正
曲
げ
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（１）-②構造物の技術的な検討について 

照査結果とまとめ 

 大深度地下使用認可申請に必要である上面に建築物を考慮した耐力を有する構造である
ことが確認できました。 

【セグメント構造参考図】 

セグメント桁高Ｈ＝500mm 
セグメント幅Ｂ＝1,100mm 

：照査部材ごとに発生応力度が卓越するケースを示す 

（正）引張 （負）圧縮 


